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詳しくは税理士にご相談ください。　正味の遺産額が基礎控除額以下の場合は、原則として
相続税の申告は不要です。

（3,000万円＋600万円×法定相続人の数）

遺　産　総　額 

正味の遺産額 
非課税財産 

（お墓、仏壇、祭具など）

課税遺産総額 基礎 
控除額 

債務 
葬式 
費用 

詳しくは税理士にご相談ください。

◎法定相続分

　法定相続分は下記のとおりです。

◎課税遺産総額の計算

◎所得税の準確定申告

　相続人は、相続の開始があったことを知った日の翌日
から 4 か月以内に、亡くなった人の所得税を申告・納税
する必要があります。

◎相続税の申告・納税

　相続税は、死亡した人の財産を相続したときや、遺
言によって財産を取得したときに納める税金です。

… 

相続人 

子がいる場合 

子がいない場合 

子も親もいない場合 

法定相続分 

配偶者 

子 

配偶者 

親 

配偶者 

兄弟姉妹 

2分の1 

2分の1（人数分に分ける） 

3分の2 

3分の1（人数分に分ける） 

4分の3 

4分の1（人数分に分ける） 

（2）公的年金等以外の年金（生命保険契約等に基づく
年金等）などを受け取った場合 

公的年金等の雑所得の金額

65歳以上の人

65歳未満の人

年金収入金額（A)

年金収入金額（A）

330万円未満 

330万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－120万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

                 130万円未満 

130万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－70万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

　国民年金や厚生年金、共済年金、
確定給付企業年金などの公的 
年金等や、生命保険又は 
損害保険契約に基づく 
年金などはすべて 
雑所得になります。

＝ － 雑所得の金額 総収入金額

（1）消費税のしくみ

（2）納税義務者

（1）公的年金等を受け取った場合

… … 

  相続人は、相続の開始があったことを知った日（通
常は被相続人が死亡した日）の翌日から 10 か月以内
に、被相続人の住所地の所轄税務署に申告・納税する
必要があります。

　事業者は、その年の前々年（基準期間）の課税売上
高が 1,000 万円を超えた場合には、消費税を納める
義務のある「課税事業者」となります。
　ただし、基準期間の課税売上高が 1,000 万円以下
であっても、その年の前年 1 月 1 日から 6 月 30 日
まで（特定期間）の課税売上高（課税売上高に代えて
給与の支払額）が 1,000 万円を超えた場合は「課税
事業者」となります。

　配偶者の税額軽減や小規模宅地等の特例などを
適用して最終的に納税額が0円となる場合でも、相
続税の申告期限までに申告する必要があります。
◎配偶者の税額軽減
　配偶者が遺産分割や遺贈により実際に取得した
正味の遺産額が、①1億6,000万円までか、②配偶
者の法定相続分相当額までであれば、配偶者に相
続税はかかりません。
◎小規模宅地等の特例
　被相続人などが住居や事業などに使用していた
宅地等について、一定の場合には評価額を減額する
特例です。
　例えば、居住用の場合は、限度面積330㎡まで、
80％減額されます。

必要経費
（支払保険料等） 

＊公的年金等の収入金額が400万円以下で一定の場合は、確定
申告は不要ですが、住民税の申告は必要です。また、それ以外の
場合や還付を受ける場合は確定申告が必要です。

　消費税は、商品等の販売やサービスの提供などの
取引に対してかかる税金です。消費者が負担した税
金を、納税義務者である事業者が申告し納付します。 

　卸・小売業、製造業、サービス業等の自営業から生じ
た売上等から必要経費を差し引いた金額が事業所得です。

　毎年 2 月16 日から 3 月15 日（消費税は 3 月 31日）
までの間に確定申告書を提出し、納税します。所得税の
還付申告は1月1日から提出できます。

＊白色申告者にも帳簿等の記帳・保存が義務付けられ
　ています。

（3年以内の贈与・相続時精算課税の贈与財産等を含む）

　帳簿を備え付けることを条件に青色申告の承認を受
けた場合で、複式簿記に基づく貸借対照表と損益計算
書を添付した確定申告書を期限内に提出したときは65
万円、それ以外のときは10万円を所得金額から控除で
きます。

　公的年金等の雑所得の金額は、下記の表に従って計算
します。

相続税額が0円だったら
申告をしなくてもいいの？

　相続税は、遺産総額から非課税財産、債務、葬式費
用を差し引いた正味の遺産額から基礎控除額を差し引
いた課税遺産総額をもとに計算されます。

公的年金等の雑所得の金額

公的年金等の雑所得の金額
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マイホーム
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あなたのそばの税理士に
ぜひご相談ください。
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住民税   5％ 
所得税 15.315％ 

課
税
長
期
譲
渡
所
得

住民税   9％ 

課
税
短
期
譲
渡
所
得

所得税 30.63％ 

　生命保険の満期保険金、クイズの賞金など一時的な
所得を一時所得といい、次のように計算します。　 

　土地や建物を売ったときの譲渡所得は、次のように計算します。
　譲渡所得 = 譲渡収入 －（取得費＋譲渡費用）

◎長期譲渡所得の税金（所有期間 5 年超のとき）
　課税長期譲渡所得 ×（所得税15.315％＋住民税5％）

◎短期譲渡所得の税金（所有期間 5 年以下のとき）
　課税短期譲渡所得 ×（所得税 30.63％＋住民税 9％）

（1）3,000 万円の特別控除の特例

（2）軽減税率の特例

（3）その他の特例

6,000万円までの部分 

税  率

所得税 　　10.21％ 

住民税 　　　   4％ 

課税長期譲渡所得（特別控除後）

… 

… 

5年5年

短期か長期か

 所有期間は
譲渡した年の

1月1日で
判断してね

相続時精算課税制度

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

暦年課税制度

＝ － 
基礎控除額

110万円
課税価格

贈与を受けた
財産の合計額

◎配偶者へのマイホームの贈与

マイホーム取得等資金の贈与税の非課税

　贈与税は、個人から通常必要と認められる生活費や教
育費を超える財産の贈与を受けた場合に、贈与を受けた
人が負担する税金です。

☆父母や祖父母からの贈与の場合、特例（一部軽減）税
率が適用されます。

… 

詳しくは税理士にご相談ください。
詳しくは税理士にご相談ください。

（  　 ） 1－2
総収入金額 収入を得るために

支出した費用
＿ ×＿ 特別控除額

50万円

110万円
課税価格

　平成 27 年１月１日から平成 33 年 12 月 31 日まで
の間に、20 歳以上で、その年の合計所得金額が 2,000
万円以下の人が、父母・祖父母からマイホーム取得等
のための金銭の贈与を受けた場合には、一定の金額を
基礎控除額に上乗せした額まで非課税になります。

　1 月１日から 12 月 31 日までの 1 年間に、贈与を受
けた財産の合計額から、基礎控除 110 万円を控除した
残額に一定の税率を掛けて贈与税額を計算します。 

　婚姻期間 20 年以上の夫婦間（内縁関係は除く）で
マイホーム又はマイホームを購入するための金銭の贈
与を受けた場合、贈与税の申告をすれば、2,110 万円
までは贈与税がかかりません。 

マイホームを売ったときは、譲渡所得の計算上、
最高 3,000 万円の特別控除が受けられます。

マイホームの所有期間が、譲渡した年の1月1日
現在で10 年を超えている場合は、次の軽減税率で
税額を計算します。

マイホームの買換えをした場合や、マイホームを
売って損失が生じた場合で、一定の要件に該当する
ときは税負担が軽減される特例があります。

　60 歳以上の父母・祖父母から財産の贈与を受けた 20
歳以上の子や孫は、相続時精算課税（相続時に精算する前
提の贈与）を選択することができます。この制度の贈与税
額は、特別控除額 2,500 万円を超えた部分に一律 20％を
掛けた金額となります。
　一度相続時精算課税を選択した場合は、その後暦年課
税に戻ることはできません。 

　平成 25年 4月1日から平成31年 3月31日までの間に、
父母・祖父母から 30 歳未満の子や孫が教育資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,500 万円まで非課税になり
ます。※

結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の
非課税措置
　平成 27年 4月1日から平成 31年 3月31日までの間に、
20 歳以上 50 歳未満の子や孫が結婚・子育て資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,000 万円まで非課税になり
ます。※

離婚して慰謝料や財産をもらったら

贈与税の申告・納税

　離婚して相手から慰謝料や財産をもらった場合、通
常、贈与税はかかりません。
　ただし、慰謝料や財産を現金ではなく不動産でもら
った場合には、渡した側に所得税や住民税がかかる場
合があります。

　贈与税は、財産をもらった年の翌年2月1日から3月
15日までに申告をし、納税します。

＊上記所得税には復興特別税が含まれています。

＊「ふるさと納税」は、地方自治体に寄附をすると所得税の
寄附金控除に加えて住民税が軽減される制度です。

＊一定の場合には、確定申告をしなくても住民税の軽減を受
けることができます。

＊なお、満期保険金を受け
取っても、贈与税がかか
る場合もあります。　　

ふるさと納税

　※   受贈者が一定の年齢に達した時にその残額がある場合には、
贈与税の対象となります。なお、この制度を利用するには、
金融機関での手続きが必要です。

～次世代への資金サポート～

（　　　　　　　　　　　　　　　 ）1年間に支払
った医療費

保険金等で補填
される金額

10万円か合計所得金額の5％
（いずれか少ない金額）

　20 万円を超える人 

確定申告をすれば税金が戻る場合がある人

　除を受けたい人　など

… 

… 

◎住宅借入金等がなくても、次の場合には一定の税額控
　除（原則初年度のみ）を受けることができます。

（1） 認定長期優良住宅・認定低炭素住宅を新築等した場合

バリアフリー
改修工事を

したら

省エネ
改修工事を

したら

（4） 一定の省エネ改修工事をした場合

（5） 多世帯同居改修工事をした場合

例：すべての居室の窓の改修工事、床・天井・壁な
　どの断熱工事、太陽光発電装置設置工事など

（3） 一定のバリアフリー改修工事をした場合

例：廊下の拡幅、手すりの設置工事など

◇いずれの場合にも、適用を受けるためには一定の要
　件に該当することが必要です。
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詳しくは税理士にご相談ください。

詳しくは税理士にご相談ください。

一般扶養親族 

老人扶養親族 
(70歳以上)

年齢16歳以上で②③を除く
年齢19歳以上23歳未満 
同居老親等以外 
同居老親等

①
②

③

38万円 
63万円 
48万円 
58万円 

所得控除額 区　　分 

特定扶養親族 

　サラリーマンが 1 年間にもらった給料やボーナスなどの
収入には所得税がかかります。収入金額から給与所得控
除額を控除した金額が給与所得の金額となり、給与から
源泉徴収された所得税は、年末調整で精算されます。

　配偶者の合計所得金額が、38 万円（給与収入で103 万
円）以下のときは、配偶者控除として、38 万円を所得から
差し引くことができます。
　また、一定の要件を満たす人は、配偶者特別控除とし
て、最高 38 万円を所得から差し引くことができます。

　扶養親族については、扶養控除として一人につき、下記
の金額を所得から差し引くことができます。

借入金で居住用家屋を新築又は購入したときや増
改築をしたときは、家屋と土地等についての年末借
入金残高に応じて、次の金額を所得税額から控除で
きます（控除期間10年間）。 

寄附をしたら … 

病気になったら … 

寄附金控除
　国・地方公共団体等へ寄附をした場合、次の金額を所
得から差し引くことができます。

医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）
　平成 29 年分から、人間ドックなど一定の健診等を受
けている人が、スイッチ OTC 医薬品の購入費を支払った
場合は、選択により上記医療費控除に代えて、下記の金
額（88,000 円限度）を所得から差し引くことができます。

いずれか少ない金額ー2,000円
特定寄附金の支払額

総所得金額等の40％｝

（1）

（2）一定の「認定長期優良住宅（いわゆる200年住
宅）」、「認定低炭素住宅（認定省エネ住宅）」を取得
して居住の用に供した場合は、控除限度額と控除率
は次のようになります（控除期間10年間）。

(3）バリアフリー改修工事、省エネ改修工事、多世帯同
居改修工事及び一定の省エネ改修工事と併せて行う
特定耐久性向上改修工事に該当する場合で住宅借入
金等がある場合には、⑴との選択適用となります
（控除期間5年）。

医療費控除の確定申告書添付書類が簡略化されま
した。平成29年分以降は「医療費の明細書」・「医薬
品購入費の明細書」を添付し、領収書は手元で5年間
保存します。また、協会けんぽ等の医療費通知書等を
添付した場合は、領収書の保存は不要です。

（2） 住宅耐震改修工事をした場合

例：キッチン、浴室、トイレ、玄関を増設する工事で、
　改修後には、いずれか2カ所以上が複数になる工事

例：外壁や土台、基礎等の劣化対策や、給排水管等
　の維持管理や更新を容易にするための一定の改修
　工事

（6） 一定の耐久性向上改修工事をした場合

　あなたやあなたと生計を一にする

配偶者その他の親族のために支払った

医療費がある場合は、下記の金額（200万円限度）を

所得から差し引くことができます。 

・ 給与などの年間収入合計額が 2,000 万円を超える人 

確定申告が必要な人

・給与所得と退職所得以外の所得の金額の合計額が

・2 か所以上から給与をもらっている人　など 

・ 年の途中で退職し、年末調整を受けていない人 

・医療費控除、雑損控除、寄附金控除、住宅ローン控

ー ー

＊扶養親族とは、生計を一にする親族（配偶者を除く）等で、
合計所得金額が38万円以下である人をいいます。

＊平成30年分から、本人及び配偶者の所得要件が改正されます。

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

50万円 1.0％ 5,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

40万円 1.0％ 4,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年

～平成33年12月

特定増改築等
限度額 控除率

控除率
その他の

借入限度額

5万円

7.5万円

2.0%

1.0%

250万円

750万円※1

最大控除額／年

その他の住宅関連税額控除
給与と税金

NEW

　相続した空き家を譲渡した場合に、譲渡益から
3,000万円を控除できる制度があります。

※2

※1  その他の借入限度額は（1,000万円－特定増改築等限度額）
となります。

※2  特定耐久性向上改修工事については、平成29年4月から適用
されます。

マイホームを購入したら…

（ 1年間に支払ったスイッチ
OTC医薬品の購入費

保険金等で補填
される金額 12,000円ー ー）
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住民税   5％ 
所得税 15.315％ 

課
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所得税 30.63％ 

　生命保険の満期保険金、クイズの賞金など一時的な
所得を一時所得といい、次のように計算します。　 

　土地や建物を売ったときの譲渡所得は、次のように計算します。
　譲渡所得 = 譲渡収入 －（取得費＋譲渡費用）

◎長期譲渡所得の税金（所有期間 5 年超のとき）
　課税長期譲渡所得 ×（所得税15.315％＋住民税5％）

◎短期譲渡所得の税金（所有期間 5 年以下のとき）
　課税短期譲渡所得 ×（所得税 30.63％＋住民税 9％）

（1）3,000 万円の特別控除の特例

（2）軽減税率の特例

（3）その他の特例

6,000万円までの部分 

税  率

所得税 　　10.21％ 

住民税 　　　   4％ 

課税長期譲渡所得（特別控除後）

… 

… 

5年5年

短期か長期か

 所有期間は
譲渡した年の

1月1日で
判断してね

相続時精算課税制度

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

暦年課税制度

＝ － 
基礎控除額

110万円
課税価格

贈与を受けた
財産の合計額

◎配偶者へのマイホームの贈与

マイホーム取得等資金の贈与税の非課税

　贈与税は、個人から通常必要と認められる生活費や教
育費を超える財産の贈与を受けた場合に、贈与を受けた
人が負担する税金です。

☆父母や祖父母からの贈与の場合、特例（一部軽減）税
率が適用されます。

… 

詳しくは税理士にご相談ください。
詳しくは税理士にご相談ください。

（  　 ） 1－2
総収入金額 収入を得るために

支出した費用
＿ ×＿ 特別控除額

50万円

110万円
課税価格

　平成 27 年１月１日から平成 33 年 12 月 31 日まで
の間に、20 歳以上で、その年の合計所得金額が 2,000
万円以下の人が、父母・祖父母からマイホーム取得等
のための金銭の贈与を受けた場合には、一定の金額を
基礎控除額に上乗せした額まで非課税になります。

　1 月１日から 12 月 31 日までの 1 年間に、贈与を受
けた財産の合計額から、基礎控除 110 万円を控除した
残額に一定の税率を掛けて贈与税額を計算します。 

　婚姻期間 20 年以上の夫婦間（内縁関係は除く）で
マイホーム又はマイホームを購入するための金銭の贈
与を受けた場合、贈与税の申告をすれば、2,110 万円
までは贈与税がかかりません。 

マイホームを売ったときは、譲渡所得の計算上、
最高 3,000 万円の特別控除が受けられます。

マイホームの所有期間が、譲渡した年の1月1日
現在で10 年を超えている場合は、次の軽減税率で
税額を計算します。

マイホームの買換えをした場合や、マイホームを
売って損失が生じた場合で、一定の要件に該当する
ときは税負担が軽減される特例があります。

　60 歳以上の父母・祖父母から財産の贈与を受けた 20
歳以上の子や孫は、相続時精算課税（相続時に精算する前
提の贈与）を選択することができます。この制度の贈与税
額は、特別控除額 2,500 万円を超えた部分に一律 20％を
掛けた金額となります。
　一度相続時精算課税を選択した場合は、その後暦年課
税に戻ることはできません。 

　平成 25年 4月1日から平成31年 3月31日までの間に、
父母・祖父母から 30 歳未満の子や孫が教育資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,500 万円まで非課税になり
ます。※

結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の
非課税措置
　平成 27年 4月1日から平成 31年 3月31日までの間に、
20 歳以上 50 歳未満の子や孫が結婚・子育て資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,000 万円まで非課税になり
ます。※

離婚して慰謝料や財産をもらったら

贈与税の申告・納税

　離婚して相手から慰謝料や財産をもらった場合、通
常、贈与税はかかりません。
　ただし、慰謝料や財産を現金ではなく不動産でもら
った場合には、渡した側に所得税や住民税がかかる場
合があります。

　贈与税は、財産をもらった年の翌年2月1日から3月
15日までに申告をし、納税します。

＊上記所得税には復興特別税が含まれています。

＊「ふるさと納税」は、地方自治体に寄附をすると所得税の
寄附金控除に加えて住民税が軽減される制度です。

＊一定の場合には、確定申告をしなくても住民税の軽減を受
けることができます。

＊なお、満期保険金を受け
取っても、贈与税がかか
る場合もあります。　　

ふるさと納税

　※   受贈者が一定の年齢に達した時にその残額がある場合には、
贈与税の対象となります。なお、この制度を利用するには、
金融機関での手続きが必要です。

～次世代への資金サポート～

（　　　　　　　　　　　　　　　 ）1年間に支払
った医療費

保険金等で補填
される金額

10万円か合計所得金額の5％
（いずれか少ない金額）

　20 万円を超える人 

確定申告をすれば税金が戻る場合がある人

　除を受けたい人　など

… 

… 

◎住宅借入金等がなくても、次の場合には一定の税額控
　除（原則初年度のみ）を受けることができます。

（1） 認定長期優良住宅・認定低炭素住宅を新築等した場合

バリアフリー
改修工事を

したら

省エネ
改修工事を

したら

（4） 一定の省エネ改修工事をした場合

（5） 多世帯同居改修工事をした場合

例：すべての居室の窓の改修工事、床・天井・壁な
　どの断熱工事、太陽光発電装置設置工事など

（3） 一定のバリアフリー改修工事をした場合

例：廊下の拡幅、手すりの設置工事など

◇いずれの場合にも、適用を受けるためには一定の要
　件に該当することが必要です。

1Life  S t age 2Life  S t age

詳しくは税理士にご相談ください。

詳しくは税理士にご相談ください。

一般扶養親族 

老人扶養親族 
(70歳以上)

年齢16歳以上で②③を除く
年齢19歳以上23歳未満 
同居老親等以外 
同居老親等

①
②

③

38万円 
63万円 
48万円 
58万円 

所得控除額 区　　分 

特定扶養親族 

　サラリーマンが 1 年間にもらった給料やボーナスなどの
収入には所得税がかかります。収入金額から給与所得控
除額を控除した金額が給与所得の金額となり、給与から
源泉徴収された所得税は、年末調整で精算されます。

　配偶者の合計所得金額が、38 万円（給与収入で103 万
円）以下のときは、配偶者控除として、38 万円を所得から
差し引くことができます。
　また、一定の要件を満たす人は、配偶者特別控除とし
て、最高 38 万円を所得から差し引くことができます。

　扶養親族については、扶養控除として一人につき、下記
の金額を所得から差し引くことができます。

借入金で居住用家屋を新築又は購入したときや増
改築をしたときは、家屋と土地等についての年末借
入金残高に応じて、次の金額を所得税額から控除で
きます（控除期間10年間）。 

寄附をしたら … 

病気になったら … 

寄附金控除
　国・地方公共団体等へ寄附をした場合、次の金額を所
得から差し引くことができます。

医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）
　平成 29 年分から、人間ドックなど一定の健診等を受
けている人が、スイッチ OTC 医薬品の購入費を支払った
場合は、選択により上記医療費控除に代えて、下記の金
額（88,000 円限度）を所得から差し引くことができます。

いずれか少ない金額ー2,000円
特定寄附金の支払額

総所得金額等の40％｝

（1）

（2）一定の「認定長期優良住宅（いわゆる200年住
宅）」、「認定低炭素住宅（認定省エネ住宅）」を取得
して居住の用に供した場合は、控除限度額と控除率
は次のようになります（控除期間10年間）。

(3）バリアフリー改修工事、省エネ改修工事、多世帯同
居改修工事及び一定の省エネ改修工事と併せて行う
特定耐久性向上改修工事に該当する場合で住宅借入
金等がある場合には、⑴との選択適用となります
（控除期間5年）。

医療費控除の確定申告書添付書類が簡略化されま
した。平成29年分以降は「医療費の明細書」・「医薬
品購入費の明細書」を添付し、領収書は手元で5年間
保存します。また、協会けんぽ等の医療費通知書等を
添付した場合は、領収書の保存は不要です。

（2） 住宅耐震改修工事をした場合

例：キッチン、浴室、トイレ、玄関を増設する工事で、
　改修後には、いずれか2カ所以上が複数になる工事

例：外壁や土台、基礎等の劣化対策や、給排水管等
　の維持管理や更新を容易にするための一定の改修
　工事

（6） 一定の耐久性向上改修工事をした場合

　あなたやあなたと生計を一にする

配偶者その他の親族のために支払った

医療費がある場合は、下記の金額（200万円限度）を

所得から差し引くことができます。 

・ 給与などの年間収入合計額が 2,000 万円を超える人 

確定申告が必要な人

・給与所得と退職所得以外の所得の金額の合計額が

・2 か所以上から給与をもらっている人　など 

・ 年の途中で退職し、年末調整を受けていない人 

・医療費控除、雑損控除、寄附金控除、住宅ローン控

ー ー

＊扶養親族とは、生計を一にする親族（配偶者を除く）等で、
合計所得金額が38万円以下である人をいいます。

＊平成30年分から、本人及び配偶者の所得要件が改正されます。

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

50万円 1.0％ 5,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

40万円 1.0％ 4,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年

～平成33年12月

特定増改築等
限度額 控除率

控除率
その他の

借入限度額

5万円

7.5万円

2.0%

1.0%

250万円

750万円※1

最大控除額／年

その他の住宅関連税額控除
給与と税金

NEW

　相続した空き家を譲渡した場合に、譲渡益から
3,000万円を控除できる制度があります。

※2

※1  その他の借入限度額は（1,000万円－特定増改築等限度額）
となります。

※2  特定耐久性向上改修工事については、平成29年4月から適用
されます。

マイホームを購入したら…

（ 1年間に支払ったスイッチ
OTC医薬品の購入費

保険金等で補填
される金額 12,000円ー ー）



3Life  S t age 4Life  S t age

住民税   5％ 
所得税 15.315％ 

課
税
長
期
譲
渡
所
得

住民税   9％ 

課
税
短
期
譲
渡
所
得

所得税 30.63％ 

　生命保険の満期保険金、クイズの賞金など一時的な
所得を一時所得といい、次のように計算します。　 

　土地や建物を売ったときの譲渡所得は、次のように計算します。
　譲渡所得 = 譲渡収入 －（取得費＋譲渡費用）

◎長期譲渡所得の税金（所有期間 5 年超のとき）
　課税長期譲渡所得 ×（所得税15.315％＋住民税5％）

◎短期譲渡所得の税金（所有期間 5 年以下のとき）
　課税短期譲渡所得 ×（所得税 30.63％＋住民税 9％）

（1）3,000 万円の特別控除の特例

（2）軽減税率の特例

（3）その他の特例

6,000万円までの部分 

税  率

所得税 　　10.21％ 

住民税 　　　   4％ 

課税長期譲渡所得（特別控除後）

… 

… 

5年5年

短期か長期か

 所有期間は
譲渡した年の

1月1日で
判断してね

相続時精算課税制度

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

暦年課税制度

＝ － 
基礎控除額

110万円
課税価格

贈与を受けた
財産の合計額

◎配偶者へのマイホームの贈与

マイホーム取得等資金の贈与税の非課税

　贈与税は、個人から通常必要と認められる生活費や教
育費を超える財産の贈与を受けた場合に、贈与を受けた
人が負担する税金です。

☆父母や祖父母からの贈与の場合、特例（一部軽減）税
率が適用されます。

… 

詳しくは税理士にご相談ください。
詳しくは税理士にご相談ください。

（  　 ） 1－2
総収入金額 収入を得るために

支出した費用
＿ ×＿ 特別控除額

50万円

110万円
課税価格

　平成 27 年１月１日から平成 33 年 12 月 31 日まで
の間に、20 歳以上で、その年の合計所得金額が 2,000
万円以下の人が、父母・祖父母からマイホーム取得等
のための金銭の贈与を受けた場合には、一定の金額を
基礎控除額に上乗せした額まで非課税になります。

　1 月１日から 12 月 31 日までの 1 年間に、贈与を受
けた財産の合計額から、基礎控除 110 万円を控除した
残額に一定の税率を掛けて贈与税額を計算します。 

　婚姻期間 20 年以上の夫婦間（内縁関係は除く）で
マイホーム又はマイホームを購入するための金銭の贈
与を受けた場合、贈与税の申告をすれば、2,110 万円
までは贈与税がかかりません。 

マイホームを売ったときは、譲渡所得の計算上、
最高 3,000 万円の特別控除が受けられます。

マイホームの所有期間が、譲渡した年の1月1日
現在で10 年を超えている場合は、次の軽減税率で
税額を計算します。

マイホームの買換えをした場合や、マイホームを
売って損失が生じた場合で、一定の要件に該当する
ときは税負担が軽減される特例があります。

　60 歳以上の父母・祖父母から財産の贈与を受けた 20
歳以上の子や孫は、相続時精算課税（相続時に精算する前
提の贈与）を選択することができます。この制度の贈与税
額は、特別控除額 2,500 万円を超えた部分に一律 20％を
掛けた金額となります。
　一度相続時精算課税を選択した場合は、その後暦年課
税に戻ることはできません。 

　平成 25年 4月1日から平成31年 3月31日までの間に、
父母・祖父母から 30 歳未満の子や孫が教育資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,500 万円まで非課税になり
ます。※

結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の
非課税措置
　平成 27年 4月1日から平成 31年 3月31日までの間に、
20 歳以上 50 歳未満の子や孫が結婚・子育て資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,000 万円まで非課税になり
ます。※

離婚して慰謝料や財産をもらったら

贈与税の申告・納税

　離婚して相手から慰謝料や財産をもらった場合、通
常、贈与税はかかりません。
　ただし、慰謝料や財産を現金ではなく不動産でもら
った場合には、渡した側に所得税や住民税がかかる場
合があります。

　贈与税は、財産をもらった年の翌年2月1日から3月
15日までに申告をし、納税します。

＊上記所得税には復興特別税が含まれています。

＊「ふるさと納税」は、地方自治体に寄附をすると所得税の
寄附金控除に加えて住民税が軽減される制度です。

＊一定の場合には、確定申告をしなくても住民税の軽減を受
けることができます。

＊なお、満期保険金を受け
取っても、贈与税がかか
る場合もあります。　　

ふるさと納税

　※   受贈者が一定の年齢に達した時にその残額がある場合には、
贈与税の対象となります。なお、この制度を利用するには、
金融機関での手続きが必要です。

～次世代への資金サポート～

（　　　　　　　　　　　　　　　 ）1年間に支払
った医療費

保険金等で補填
される金額

10万円か合計所得金額の5％
（いずれか少ない金額）

　20 万円を超える人 

確定申告をすれば税金が戻る場合がある人

　除を受けたい人　など

… 

… 

◎住宅借入金等がなくても、次の場合には一定の税額控
　除（原則初年度のみ）を受けることができます。

（1） 認定長期優良住宅・認定低炭素住宅を新築等した場合

バリアフリー
改修工事を

したら

省エネ
改修工事を

したら

（4） 一定の省エネ改修工事をした場合

（5） 多世帯同居改修工事をした場合

例：すべての居室の窓の改修工事、床・天井・壁な
　どの断熱工事、太陽光発電装置設置工事など

（3） 一定のバリアフリー改修工事をした場合

例：廊下の拡幅、手すりの設置工事など

◇いずれの場合にも、適用を受けるためには一定の要
　件に該当することが必要です。

1Life  S t age 2Life  S t age

詳しくは税理士にご相談ください。

詳しくは税理士にご相談ください。

一般扶養親族 

老人扶養親族 
(70歳以上)

年齢16歳以上で②③を除く
年齢19歳以上23歳未満 
同居老親等以外 
同居老親等

①
②

③

38万円 
63万円 
48万円 
58万円 

所得控除額 区　　分 

特定扶養親族 

　サラリーマンが 1 年間にもらった給料やボーナスなどの
収入には所得税がかかります。収入金額から給与所得控
除額を控除した金額が給与所得の金額となり、給与から
源泉徴収された所得税は、年末調整で精算されます。

　配偶者の合計所得金額が、38 万円（給与収入で103 万
円）以下のときは、配偶者控除として、38 万円を所得から
差し引くことができます。
　また、一定の要件を満たす人は、配偶者特別控除とし
て、最高 38 万円を所得から差し引くことができます。

　扶養親族については、扶養控除として一人につき、下記
の金額を所得から差し引くことができます。

借入金で居住用家屋を新築又は購入したときや増
改築をしたときは、家屋と土地等についての年末借
入金残高に応じて、次の金額を所得税額から控除で
きます（控除期間10年間）。 

寄附をしたら … 

病気になったら … 

寄附金控除
　国・地方公共団体等へ寄附をした場合、次の金額を所
得から差し引くことができます。

医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）
　平成 29 年分から、人間ドックなど一定の健診等を受
けている人が、スイッチ OTC 医薬品の購入費を支払った
場合は、選択により上記医療費控除に代えて、下記の金
額（88,000 円限度）を所得から差し引くことができます。

いずれか少ない金額ー2,000円
特定寄附金の支払額

総所得金額等の40％｝

（1）

（2）一定の「認定長期優良住宅（いわゆる200年住
宅）」、「認定低炭素住宅（認定省エネ住宅）」を取得
して居住の用に供した場合は、控除限度額と控除率
は次のようになります（控除期間10年間）。

(3）バリアフリー改修工事、省エネ改修工事、多世帯同
居改修工事及び一定の省エネ改修工事と併せて行う
特定耐久性向上改修工事に該当する場合で住宅借入
金等がある場合には、⑴との選択適用となります
（控除期間5年）。

医療費控除の確定申告書添付書類が簡略化されま
した。平成29年分以降は「医療費の明細書」・「医薬
品購入費の明細書」を添付し、領収書は手元で5年間
保存します。また、協会けんぽ等の医療費通知書等を
添付した場合は、領収書の保存は不要です。

（2） 住宅耐震改修工事をした場合

例：キッチン、浴室、トイレ、玄関を増設する工事で、
　改修後には、いずれか2カ所以上が複数になる工事

例：外壁や土台、基礎等の劣化対策や、給排水管等
　の維持管理や更新を容易にするための一定の改修
　工事

（6） 一定の耐久性向上改修工事をした場合

　あなたやあなたと生計を一にする

配偶者その他の親族のために支払った

医療費がある場合は、下記の金額（200万円限度）を

所得から差し引くことができます。 

・ 給与などの年間収入合計額が 2,000 万円を超える人 

確定申告が必要な人

・給与所得と退職所得以外の所得の金額の合計額が

・2 か所以上から給与をもらっている人　など 

・ 年の途中で退職し、年末調整を受けていない人 

・医療費控除、雑損控除、寄附金控除、住宅ローン控

ー ー

＊扶養親族とは、生計を一にする親族（配偶者を除く）等で、
合計所得金額が38万円以下である人をいいます。

＊平成30年分から、本人及び配偶者の所得要件が改正されます。

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

50万円 1.0％ 5,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

40万円 1.0％ 4,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年

～平成33年12月

特定増改築等
限度額 控除率

控除率
その他の

借入限度額

5万円

7.5万円

2.0%

1.0%

250万円

750万円※1

最大控除額／年

その他の住宅関連税額控除
給与と税金

NEW

　相続した空き家を譲渡した場合に、譲渡益から
3,000万円を控除できる制度があります。

※2

※1  その他の借入限度額は（1,000万円－特定増改築等限度額）
となります。

※2  特定耐久性向上改修工事については、平成29年4月から適用
されます。

マイホームを購入したら…

（ 1年間に支払ったスイッチ
OTC医薬品の購入費

保険金等で補填
される金額 12,000円ー ー）



3Life  S t age 4Life  S t age

住民税   5％ 
所得税 15.315％ 

課
税
長
期
譲
渡
所
得

住民税   9％ 

課
税
短
期
譲
渡
所
得

所得税 30.63％ 

　生命保険の満期保険金、クイズの賞金など一時的な
所得を一時所得といい、次のように計算します。　 

　土地や建物を売ったときの譲渡所得は、次のように計算します。
　譲渡所得 = 譲渡収入 －（取得費＋譲渡費用）

◎長期譲渡所得の税金（所有期間 5 年超のとき）
　課税長期譲渡所得 ×（所得税15.315％＋住民税5％）

◎短期譲渡所得の税金（所有期間 5 年以下のとき）
　課税短期譲渡所得 ×（所得税 30.63％＋住民税 9％）

（1）3,000 万円の特別控除の特例

（2）軽減税率の特例

（3）その他の特例

6,000万円までの部分 

税  率

所得税 　　10.21％ 

住民税 　　　   4％ 

課税長期譲渡所得（特別控除後）

… 

… 

5年5年

短期か長期か

 所有期間は
譲渡した年の

1月1日で
判断してね

相続時精算課税制度

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

暦年課税制度

＝ － 
基礎控除額

110万円
課税価格

贈与を受けた
財産の合計額

◎配偶者へのマイホームの贈与

マイホーム取得等資金の贈与税の非課税

　贈与税は、個人から通常必要と認められる生活費や教
育費を超える財産の贈与を受けた場合に、贈与を受けた
人が負担する税金です。

☆父母や祖父母からの贈与の場合、特例（一部軽減）税
率が適用されます。

… 

詳しくは税理士にご相談ください。
詳しくは税理士にご相談ください。

（  　 ） 1－2
総収入金額 収入を得るために

支出した費用
＿ ×＿ 特別控除額

50万円

110万円
課税価格

　平成 27 年１月１日から平成 33 年 12 月 31 日まで
の間に、20 歳以上で、その年の合計所得金額が 2,000
万円以下の人が、父母・祖父母からマイホーム取得等
のための金銭の贈与を受けた場合には、一定の金額を
基礎控除額に上乗せした額まで非課税になります。

　1 月１日から 12 月 31 日までの 1 年間に、贈与を受
けた財産の合計額から、基礎控除 110 万円を控除した
残額に一定の税率を掛けて贈与税額を計算します。 

　婚姻期間 20 年以上の夫婦間（内縁関係は除く）で
マイホーム又はマイホームを購入するための金銭の贈
与を受けた場合、贈与税の申告をすれば、2,110 万円
までは贈与税がかかりません。 

マイホームを売ったときは、譲渡所得の計算上、
最高 3,000 万円の特別控除が受けられます。

マイホームの所有期間が、譲渡した年の1月1日
現在で10 年を超えている場合は、次の軽減税率で
税額を計算します。

マイホームの買換えをした場合や、マイホームを
売って損失が生じた場合で、一定の要件に該当する
ときは税負担が軽減される特例があります。

　60 歳以上の父母・祖父母から財産の贈与を受けた 20
歳以上の子や孫は、相続時精算課税（相続時に精算する前
提の贈与）を選択することができます。この制度の贈与税
額は、特別控除額 2,500 万円を超えた部分に一律 20％を
掛けた金額となります。
　一度相続時精算課税を選択した場合は、その後暦年課
税に戻ることはできません。 

　平成 25年 4月1日から平成31年 3月31日までの間に、
父母・祖父母から 30 歳未満の子や孫が教育資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,500 万円まで非課税になり
ます。※

結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の
非課税措置
　平成 27年 4月1日から平成 31年 3月31日までの間に、
20 歳以上 50 歳未満の子や孫が結婚・子育て資金を一括
して贈与を受けた場合には、1,000 万円まで非課税になり
ます。※

離婚して慰謝料や財産をもらったら

贈与税の申告・納税

　離婚して相手から慰謝料や財産をもらった場合、通
常、贈与税はかかりません。
　ただし、慰謝料や財産を現金ではなく不動産でもら
った場合には、渡した側に所得税や住民税がかかる場
合があります。

　贈与税は、財産をもらった年の翌年2月1日から3月
15日までに申告をし、納税します。

＊上記所得税には復興特別税が含まれています。

＊「ふるさと納税」は、地方自治体に寄附をすると所得税の
寄附金控除に加えて住民税が軽減される制度です。

＊一定の場合には、確定申告をしなくても住民税の軽減を受
けることができます。

＊なお、満期保険金を受け
取っても、贈与税がかか
る場合もあります。　　

ふるさと納税

　※   受贈者が一定の年齢に達した時にその残額がある場合には、
贈与税の対象となります。なお、この制度を利用するには、
金融機関での手続きが必要です。

～次世代への資金サポート～

（　　　　　　　　　　　　　　　 ）1年間に支払
った医療費

保険金等で補填
される金額

10万円か合計所得金額の5％
（いずれか少ない金額）

　20 万円を超える人 

確定申告をすれば税金が戻る場合がある人

　除を受けたい人　など

… 

… 

◎住宅借入金等がなくても、次の場合には一定の税額控
　除（原則初年度のみ）を受けることができます。

（1） 認定長期優良住宅・認定低炭素住宅を新築等した場合

バリアフリー
改修工事を

したら

省エネ
改修工事を

したら

（4） 一定の省エネ改修工事をした場合

（5） 多世帯同居改修工事をした場合

例：すべての居室の窓の改修工事、床・天井・壁な
　どの断熱工事、太陽光発電装置設置工事など

（3） 一定のバリアフリー改修工事をした場合

例：廊下の拡幅、手すりの設置工事など

◇いずれの場合にも、適用を受けるためには一定の要
　件に該当することが必要です。
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詳しくは税理士にご相談ください。

詳しくは税理士にご相談ください。

一般扶養親族 

老人扶養親族 
(70歳以上)

年齢16歳以上で②③を除く
年齢19歳以上23歳未満 
同居老親等以外 
同居老親等

①
②

③

38万円 
63万円 
48万円 
58万円 

所得控除額 区　　分 

特定扶養親族 

　サラリーマンが 1 年間にもらった給料やボーナスなどの
収入には所得税がかかります。収入金額から給与所得控
除額を控除した金額が給与所得の金額となり、給与から
源泉徴収された所得税は、年末調整で精算されます。

　配偶者の合計所得金額が、38 万円（給与収入で103 万
円）以下のときは、配偶者控除として、38 万円を所得から
差し引くことができます。
　また、一定の要件を満たす人は、配偶者特別控除とし
て、最高 38 万円を所得から差し引くことができます。

　扶養親族については、扶養控除として一人につき、下記
の金額を所得から差し引くことができます。

借入金で居住用家屋を新築又は購入したときや増
改築をしたときは、家屋と土地等についての年末借
入金残高に応じて、次の金額を所得税額から控除で
きます（控除期間10年間）。 

寄附をしたら … 

病気になったら … 

寄附金控除
　国・地方公共団体等へ寄附をした場合、次の金額を所
得から差し引くことができます。

医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）
　平成 29 年分から、人間ドックなど一定の健診等を受
けている人が、スイッチ OTC 医薬品の購入費を支払った
場合は、選択により上記医療費控除に代えて、下記の金
額（88,000 円限度）を所得から差し引くことができます。

いずれか少ない金額ー2,000円
特定寄附金の支払額

総所得金額等の40％｝

（1）

（2）一定の「認定長期優良住宅（いわゆる200年住
宅）」、「認定低炭素住宅（認定省エネ住宅）」を取得
して居住の用に供した場合は、控除限度額と控除率
は次のようになります（控除期間10年間）。

(3）バリアフリー改修工事、省エネ改修工事、多世帯同
居改修工事及び一定の省エネ改修工事と併せて行う
特定耐久性向上改修工事に該当する場合で住宅借入
金等がある場合には、⑴との選択適用となります
（控除期間5年）。

医療費控除の確定申告書添付書類が簡略化されま
した。平成29年分以降は「医療費の明細書」・「医薬
品購入費の明細書」を添付し、領収書は手元で5年間
保存します。また、協会けんぽ等の医療費通知書等を
添付した場合は、領収書の保存は不要です。

（2） 住宅耐震改修工事をした場合

例：キッチン、浴室、トイレ、玄関を増設する工事で、
　改修後には、いずれか2カ所以上が複数になる工事

例：外壁や土台、基礎等の劣化対策や、給排水管等
　の維持管理や更新を容易にするための一定の改修
　工事

（6） 一定の耐久性向上改修工事をした場合

　あなたやあなたと生計を一にする

配偶者その他の親族のために支払った

医療費がある場合は、下記の金額（200万円限度）を

所得から差し引くことができます。 

・ 給与などの年間収入合計額が 2,000 万円を超える人 

確定申告が必要な人

・給与所得と退職所得以外の所得の金額の合計額が

・2 か所以上から給与をもらっている人　など 

・ 年の途中で退職し、年末調整を受けていない人 

・医療費控除、雑損控除、寄附金控除、住宅ローン控

ー ー

＊扶養親族とは、生計を一にする親族（配偶者を除く）等で、
合計所得金額が38万円以下である人をいいます。

＊平成30年分から、本人及び配偶者の所得要件が改正されます。

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

50万円 1.0％ 5,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年 住宅借入金等の 
年末残高の限度額 

控除率 

40万円 1.0％ 4,000万円 

最大控除額／年 

～平成33年12月

居住開始年

～平成33年12月

特定増改築等
限度額 控除率

控除率
その他の

借入限度額

5万円

7.5万円

2.0%

1.0%

250万円

750万円※1

最大控除額／年

その他の住宅関連税額控除
給与と税金

NEW

　相続した空き家を譲渡した場合に、譲渡益から
3,000万円を控除できる制度があります。

※2

※1  その他の借入限度額は（1,000万円－特定増改築等限度額）
となります。

※2  特定耐久性向上改修工事については、平成29年4月から適用
されます。

マイホームを購入したら…

（ 1年間に支払ったスイッチ
OTC医薬品の購入費

保険金等で補填
される金額 12,000円ー ー）
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詳しくは税理士にご相談ください。　正味の遺産額が基礎控除額以下の場合は、原則として

相続税の申告は不要です。

（3,000万円＋600万円×法定相続人の数）

遺　産　総　額 

正味の遺産額 
非課税財産 

（お墓、仏壇、祭具など）

課税遺産総額 基礎 
控除額 

債務 
葬式 
費用 

詳しくは税理士にご相談ください。

◎法定相続分

　法定相続分は下記のとおりです。

◎課税遺産総額の計算

◎所得税の準確定申告

　相続人は、相続の開始があったことを知った日の翌日
から 4 か月以内に、亡くなった人の所得税を申告・納税
する必要があります。

◎相続税の申告・納税

　相続税は、死亡した人の財産を相続したときや、遺
言によって財産を取得したときに納める税金です。

… 

相続人 

子がいる場合 

子がいない場合 

子も親もいない場合 

法定相続分 

配偶者 

子 

配偶者 

親 

配偶者 

兄弟姉妹 

2分の1 

2分の1（人数分に分ける） 

3分の2 

3分の1（人数分に分ける） 

4分の3 

4分の1（人数分に分ける） 

（2）公的年金等以外の年金（生命保険契約等に基づく
年金等）などを受け取った場合 

公的年金等の雑所得の金額

65歳以上の人

65歳未満の人

年金収入金額（A)

年金収入金額（A）

330万円未満 

330万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－120万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

                 130万円未満 

130万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－70万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

　国民年金や厚生年金、共済年金、
確定給付企業年金などの公的 
年金等や、生命保険又は 
損害保険契約に基づく 
年金などはすべて 
雑所得になります。

＝ － 雑所得の金額 総収入金額

（1）消費税のしくみ

（2）納税義務者

（1）公的年金等を受け取った場合

… … 

  相続人は、相続の開始があったことを知った日（通
常は被相続人が死亡した日）の翌日から 10 か月以内
に、被相続人の住所地の所轄税務署に申告・納税する
必要があります。

　事業者は、その年の前々年（基準期間）の課税売上
高が 1,000 万円を超えた場合には、消費税を納める
義務のある「課税事業者」となります。
　ただし、基準期間の課税売上高が 1,000 万円以下
であっても、その年の前年 1 月 1 日から 6 月 30 日
まで（特定期間）の課税売上高（課税売上高に代えて
給与の支払額）が 1,000 万円を超えた場合は「課税
事業者」となります。

　配偶者の税額軽減や小規模宅地等の特例などを
適用して最終的に納税額が0円となる場合でも、相
続税の申告期限までに申告する必要があります。
◎配偶者の税額軽減
　配偶者が遺産分割や遺贈により実際に取得した
正味の遺産額が、①1億6,000万円までか、②配偶
者の法定相続分相当額までであれば、配偶者に相
続税はかかりません。
◎小規模宅地等の特例
　被相続人などが住居や事業などに使用していた
宅地等について、一定の場合には評価額を減額する
特例です。
　例えば、居住用の場合は、限度面積330㎡まで、
80％減額されます。

必要経費
（支払保険料等） 

＊公的年金等の収入金額が400万円以下で一定の場合は、確定
申告は不要ですが、住民税の申告は必要です。また、それ以外の
場合や還付を受ける場合は確定申告が必要です。

　消費税は、商品等の販売やサービスの提供などの
取引に対してかかる税金です。消費者が負担した税
金を、納税義務者である事業者が申告し納付します。 

　卸・小売業、製造業、サービス業等の自営業から生じ
た売上等から必要経費を差し引いた金額が事業所得です。

　毎年 2 月16 日から 3 月15 日（消費税は 3 月 31日）
までの間に確定申告書を提出し、納税します。所得税の
還付申告は1月1日から提出できます。

＊白色申告者にも帳簿等の記帳・保存が義務付けられ
　ています。

（3年以内の贈与・相続時精算課税の贈与財産等を含む）

　帳簿を備え付けることを条件に青色申告の承認を受
けた場合で、複式簿記に基づく貸借対照表と損益計算
書を添付した確定申告書を期限内に提出したときは65
万円、それ以外のときは10万円を所得金額から控除で
きます。

　公的年金等の雑所得の金額は、下記の表に従って計算
します。

相続税額が0円だったら
申告をしなくてもいいの？

　相続税は、遺産総額から非課税財産、債務、葬式費
用を差し引いた正味の遺産額から基礎控除額を差し引
いた課税遺産総額をもとに計算されます。

公的年金等の雑所得の金額

公的年金等の雑所得の金額
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詳しくは税理士にご相談ください。　正味の遺産額が基礎控除額以下の場合は、原則として
相続税の申告は不要です。

（3,000万円＋600万円×法定相続人の数）

遺　産　総　額 

正味の遺産額 
非課税財産 

（お墓、仏壇、祭具など）

課税遺産総額 基礎 
控除額 

債務 
葬式 
費用 

詳しくは税理士にご相談ください。

◎法定相続分

　法定相続分は下記のとおりです。

◎課税遺産総額の計算

◎所得税の準確定申告

　相続人は、相続の開始があったことを知った日の翌日
から 4 か月以内に、亡くなった人の所得税を申告・納税
する必要があります。

◎相続税の申告・納税

　相続税は、死亡した人の財産を相続したときや、遺
言によって財産を取得したときに納める税金です。

… 

相続人 

子がいる場合 

子がいない場合 

子も親もいない場合 

法定相続分 

配偶者 

子 

配偶者 

親 

配偶者 

兄弟姉妹 

2分の1 

2分の1（人数分に分ける） 

3分の2 

3分の1（人数分に分ける） 

4分の3 

4分の1（人数分に分ける） 

（2）公的年金等以外の年金（生命保険契約等に基づく
年金等）などを受け取った場合 

公的年金等の雑所得の金額

65歳以上の人

65歳未満の人

年金収入金額（A)

年金収入金額（A）

330万円未満 

330万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－120万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

                 130万円未満 

130万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－70万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

　国民年金や厚生年金、共済年金、
確定給付企業年金などの公的 
年金等や、生命保険又は 
損害保険契約に基づく 
年金などはすべて 
雑所得になります。

＝ － 雑所得の金額 総収入金額

（1）消費税のしくみ

（2）納税義務者

（1）公的年金等を受け取った場合

… … 

  相続人は、相続の開始があったことを知った日（通
常は被相続人が死亡した日）の翌日から 10 か月以内
に、被相続人の住所地の所轄税務署に申告・納税する
必要があります。

　事業者は、その年の前々年（基準期間）の課税売上
高が 1,000 万円を超えた場合には、消費税を納める
義務のある「課税事業者」となります。
　ただし、基準期間の課税売上高が 1,000 万円以下
であっても、その年の前年 1 月 1 日から 6 月 30 日
まで（特定期間）の課税売上高（課税売上高に代えて
給与の支払額）が 1,000 万円を超えた場合は「課税
事業者」となります。

　配偶者の税額軽減や小規模宅地等の特例などを
適用して最終的に納税額が0円となる場合でも、相
続税の申告期限までに申告する必要があります。
◎配偶者の税額軽減
　配偶者が遺産分割や遺贈により実際に取得した
正味の遺産額が、①1億6,000万円までか、②配偶
者の法定相続分相当額までであれば、配偶者に相
続税はかかりません。
◎小規模宅地等の特例
　被相続人などが住居や事業などに使用していた
宅地等について、一定の場合には評価額を減額する
特例です。
　例えば、居住用の場合は、限度面積330㎡まで、
80％減額されます。

必要経費
（支払保険料等） 

＊公的年金等の収入金額が400万円以下で一定の場合は、確定
申告は不要ですが、住民税の申告は必要です。また、それ以外の
場合や還付を受ける場合は確定申告が必要です。

　消費税は、商品等の販売やサービスの提供などの
取引に対してかかる税金です。消費者が負担した税
金を、納税義務者である事業者が申告し納付します。 

　卸・小売業、製造業、サービス業等の自営業から生じ
た売上等から必要経費を差し引いた金額が事業所得です。

　毎年 2 月16 日から 3 月15 日（消費税は 3 月 31日）
までの間に確定申告書を提出し、納税します。所得税の
還付申告は1月1日から提出できます。

＊白色申告者にも帳簿等の記帳・保存が義務付けられ
　ています。

（3年以内の贈与・相続時精算課税の贈与財産等を含む）

　帳簿を備え付けることを条件に青色申告の承認を受
けた場合で、複式簿記に基づく貸借対照表と損益計算
書を添付した確定申告書を期限内に提出したときは65
万円、それ以外のときは10万円を所得金額から控除で
きます。

　公的年金等の雑所得の金額は、下記の表に従って計算
します。

相続税額が0円だったら
申告をしなくてもいいの？

　相続税は、遺産総額から非課税財産、債務、葬式費
用を差し引いた正味の遺産額から基礎控除額を差し引
いた課税遺産総額をもとに計算されます。

公的年金等の雑所得の金額

公的年金等の雑所得の金額
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詳しくは税理士にご相談ください。　正味の遺産額が基礎控除額以下の場合は、原則として
相続税の申告は不要です。

（3,000万円＋600万円×法定相続人の数）

遺　産　総　額 

正味の遺産額 
非課税財産 

（お墓、仏壇、祭具など）

課税遺産総額 基礎 
控除額 

債務 
葬式 
費用 

詳しくは税理士にご相談ください。

◎法定相続分

　法定相続分は下記のとおりです。

◎課税遺産総額の計算

◎所得税の準確定申告

　相続人は、相続の開始があったことを知った日の翌日
から 4 か月以内に、亡くなった人の所得税を申告・納税
する必要があります。

◎相続税の申告・納税

　相続税は、死亡した人の財産を相続したときや、遺
言によって財産を取得したときに納める税金です。

… 

相続人 

子がいる場合 

子がいない場合 

子も親もいない場合 

法定相続分 

配偶者 

子 

配偶者 

親 

配偶者 

兄弟姉妹 

2分の1 

2分の1（人数分に分ける） 

3分の2 

3分の1（人数分に分ける） 

4分の3 

4分の1（人数分に分ける） 

（2）公的年金等以外の年金（生命保険契約等に基づく
年金等）などを受け取った場合 

公的年金等の雑所得の金額

65歳以上の人

65歳未満の人

年金収入金額（A)

年金収入金額（A）

330万円未満 

330万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－120万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

                 130万円未満 

130万円以上　410万円未満 

410万円以上　770万円未満 

770万円以上 

A－70万円 

A×0.75－  37.5万円 

A×0.85－  78.5万円 

A×0.95－155.5万円 

　国民年金や厚生年金、共済年金、
確定給付企業年金などの公的 
年金等や、生命保険又は 
損害保険契約に基づく 
年金などはすべて 
雑所得になります。

＝ － 雑所得の金額 総収入金額

（1）消費税のしくみ

（2）納税義務者

（1）公的年金等を受け取った場合

… … 

  相続人は、相続の開始があったことを知った日（通
常は被相続人が死亡した日）の翌日から 10 か月以内
に、被相続人の住所地の所轄税務署に申告・納税する
必要があります。

　事業者は、その年の前々年（基準期間）の課税売上
高が 1,000 万円を超えた場合には、消費税を納める
義務のある「課税事業者」となります。
　ただし、基準期間の課税売上高が 1,000 万円以下
であっても、その年の前年 1 月 1 日から 6 月 30 日
まで（特定期間）の課税売上高（課税売上高に代えて
給与の支払額）が 1,000 万円を超えた場合は「課税
事業者」となります。

　配偶者の税額軽減や小規模宅地等の特例などを
適用して最終的に納税額が0円となる場合でも、相
続税の申告期限までに申告する必要があります。
◎配偶者の税額軽減
　配偶者が遺産分割や遺贈により実際に取得した
正味の遺産額が、①1億6,000万円までか、②配偶
者の法定相続分相当額までであれば、配偶者に相
続税はかかりません。
◎小規模宅地等の特例
　被相続人などが住居や事業などに使用していた
宅地等について、一定の場合には評価額を減額する
特例です。
　例えば、居住用の場合は、限度面積330㎡まで、
80％減額されます。

必要経費
（支払保険料等） 

＊公的年金等の収入金額が400万円以下で一定の場合は、確定
申告は不要ですが、住民税の申告は必要です。また、それ以外の
場合や還付を受ける場合は確定申告が必要です。

　消費税は、商品等の販売やサービスの提供などの
取引に対してかかる税金です。消費者が負担した税
金を、納税義務者である事業者が申告し納付します。 

　卸・小売業、製造業、サービス業等の自営業から生じ
た売上等から必要経費を差し引いた金額が事業所得です。

　毎年 2 月16 日から 3 月15 日（消費税は 3 月 31日）
までの間に確定申告書を提出し、納税します。所得税の
還付申告は1月1日から提出できます。

＊白色申告者にも帳簿等の記帳・保存が義務付けられ
　ています。

（3年以内の贈与・相続時精算課税の贈与財産等を含む）

　帳簿を備え付けることを条件に青色申告の承認を受
けた場合で、複式簿記に基づく貸借対照表と損益計算
書を添付した確定申告書を期限内に提出したときは65
万円、それ以外のときは10万円を所得金額から控除で
きます。

　公的年金等の雑所得の金額は、下記の表に従って計算
します。

相続税額が0円だったら
申告をしなくてもいいの？

　相続税は、遺産総額から非課税財産、債務、葬式費
用を差し引いた正味の遺産額から基礎控除額を差し引
いた課税遺産総額をもとに計算されます。

公的年金等の雑所得の金額

公的年金等の雑所得の金額

“秘密は守られます”
暮らしの中には

様々な税金問題が生じてきます。
税理士は仕事上で知った秘密を

守る義務があります。

税理士をやめたのちでも

安心してご相談ください。

http://www.kzei.or.jp
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http://www.tochizei.or.jp
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http://www.hokurikuzei.or.jp

http://www.kyuhokuzei.or.jp

http://www.chuzei.or.jp

http://www.kinzei.or.jp

http://www.tokyozeirishikai.or.jp

http://www.okizei.or.jp
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〒920-0022 金沢市北安江3-4-6
　076-223-1841　076-223-1841

〒540-0012 大阪市中央区谷町1-5-4
　06-6941-6886　06-6941-6886

〒730-0036 広島市中区袋町4-15
　082-246-0088　082-246-0088

〒812-0016 福岡市博多区博多駅南1-13-21
九州北部税理士会館3階　　092-473-8761九州北部税理士会館3階　　092-473-8761

〒901-0152 那覇市小禄1831-1
沖縄産業支援センター7階　  098-859-6225　  098-859-6225

〒862-0971 熊本市中央区大江5-17-5
　096-372-1151　096-372-1151
http://www.mkzei.or.jp

http://www.shikoku-zei.or.jp
　087-823-2515　087-823-2515

〒464-0841 名古屋市千種区覚王山通8-14
税理士会ビル4階　　052-752-7711

〒450-0003 名古屋市中村区名駅南2-14-19
住友生命名古屋ビル22階　　052-581-7508

〒220-0022 横浜市西区花咲町4-106
税理士会館7階　　045-243-0511

〒260-0024 千葉市中央区中央港1-16-12
税理士会館3階       04       043-243-1201

東京税理士会館　　03-3356-4461
〒151-8568 渋谷区千駄ヶ谷5-10-6

OLSビル14階　　048-643-1661
〒330-0854 さいたま市大宮区桜木町4-333-13

〒984-0051 仙台市若林区新寺1-7-41
東北税理士会館　　022-293-0503

〒064-8639 札幌市中央区北3条西20-2-28
北海道税理士会館3階　    01    011-621-7101
http://www.do-zeirishikai.or.jp

〒760-0017 高松市番町2-7-12

信頼のバッジ

税理士はあなたの頼れるパートナー
税金は、私たちが働いて得た収入や、大切な財産にいろいろな形で深くかかわっています。税金は、私たちが働いて得た収入や、大切な財産にいろいろな形で深くかかわっています。税金は、私たちが働いて得た収入や、大切な財産にいろいろな形で深くかかわっています。

いまや、私たちの生活は税金を無視して考えることはできなくなっています。いまや、私たちの生活は税金を無視して考えることはできなくなっています。いまや、私たちの生活は税金を無視して考えることはできなくなっています。

税法を知らないことにより、思わぬ不利益を被ることが数多くあります。税法を知らないことにより、思わぬ不利益を被ることが数多くあります。税法を知らないことにより、思わぬ不利益を被ることが数多くあります。

そんなことがないように、いつでも気軽に税理士にご相談ください。そんなことがないように、いつでも気軽に税理士にご相談ください。そんなことがないように、いつでも気軽に税理士にご相談ください。

税理士は「あなたの頼れるパートナー」です。税理士は「あなたの頼れるパートナー」です。

「こんなとき こんな税金～私の税金ナビ」は、日本税理士会連合会ホームページにも掲載されています。 「こんなとき こんな税金～私の税金ナビ」は、日本税理士会連合会ホームページにも掲載されています。 「こんなとき こんな税金～私の税金ナビ」は、日本税理士会連合会ホームページにも掲載されています。 「こんなとき こんな税金～私の税金ナビ」は、日本税理士会連合会ホームページにも掲載されています。 

　税理士は、日本税理士会連合会が備える税理士名簿に登録し、同時に税理士事務所所
在地の税理士会に入会することとなっています。
　したがって、この入会手続をしていない人は税理士業務はできません。税理士でない人
が税理士業務を行えば、法律で罰せられます。また、税理士でない人は、不当な報酬を請
求したり、納税者に思わぬ損害を与えたりすることがありますので、十分にご注意ください。
　税理士のことについては、お近くの税理士会にお問い合わせください。
　税理士は、税理士証票を持ち、バッジをつけています。 

続きます（税理士法第38条）。

この義務は、

●ホームページ  http://www.nichizeiren.or.jp

私の税金ナビ
平成29年6月1日現在
の法令による

平成　　年度版29

こん
なとき

こん
な税金

結婚結婚

贈与贈与

就職就職

相続相続
個人事業
個人事業

マイホーム
マイホーム

etc

あなたのそばの税理士に
ぜひご相談ください。


